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高度経済成長期以降，下水管きょが老朽化の一途をたどり，補修・修繕を行う再構築事業が各都道府県

で実施されている．下水管きょの再構築は，現地調査にて現況を把握した後，設計に反映させて積算し，

施工という流れで実施される．しかし，現地調査では紙媒体の台帳が用いられており，調査結果の整理や

納品物への転記等が必要である．さらに，調査漏れや確認不足によって手戻りが発生し，実施設計業務に

支障をきたす場合や設計変更となる場合がある．そこで本研究では，現地調査と設計業務を連動させ，下

水管きょ再構築実施設計業務の効率化を図ることを目的とするシステムを構築する． 
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1. はじめに 

 

下水管きょは，1960年代から1990年代にかけて集中的

に整備されてきた．現在，下水管きょの総延長は全国で

約470,000kmにも達しており，これらを効率的に維持管

理することが求められている．さらに，法定耐用年数50

年を超える下水管きょの増加も深刻化している．平成27

年度では約13,000kmに達しており，これに起因する道路

陥没は3,300件にのぼる1)．今後，老朽化した管きょは増

加傾向にあるため，対応が喫緊の課題となっている．各

自治体では老朽化した下水管きょの再構築2)を鋭意進め

ているが，少子化やベテラン技術者の引退に伴う人材不

足が懸念されるため，今後更なる業務の効率化が求めら

れている．下水管きょの再構築では，まず，現場作業員

が人孔や管きょ，ますや取付管等の下水道施設を現地調

査し，施設の現況を把握する．次に，現地調査で明らか

となった現況を元に修繕箇所の設計・積算を実施し，再

構築費用を算出する．最後に，設計に基づき施工すると

いう手順にて維持管理されている．これらの業務過程に

加えて，受託者への指導，関係機関との調整や実施設計

の納品物の品質管理等も必要となる． 

しかし，現地調査において，現況を記録する媒体の多

くが紙媒体であり，管きょ延長や人孔の形状といった施

設構造等の調査結果を設計に反映させる際に，調査結果

の整理が必要となる．さらに，その過程で転記ミスが生

じる等，業務の効率性や正確性を損なう要因となってお

り，次の過程である設計時にも悪影響を及ぼしている．

このような状況を踏まえ，下水道施設を管理するGISシ

ステム等3),4)が活用されているが，現地調査の結果を即座

に反映できる仕組みではなく，設計フェーズへのデータ

連携も実現していないため，現地調査および設計業務の

課題を解消するには至っていない． 

そこで本研究では，国土交通省が推進している公共事

業の生産性向上，品質確保やコスト縮減などを目的とし

たCALS/ECの施策5)に従い，現地調査と設計業務を連動

させることで，下水管きょ再構築実施設計業務を効率化

（76） 
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するシステムの構築を目的と設定する．このシステムを

活用して下水管きょの再構築を実施できると，現地調査

結果を設計業務にシームレスに反映できるため，データ

共有を円滑に進められることが期待できる． 

本論文では，開発にあたって検討した項目，システム

の概要や今後の課題について報告する． 

 

 

2. 現地調査の現状 

 

本章では，現地調査の実態を確認するため，設計コン

サルタント業務を請け負う企業（以下「受託企業」とい

う）数社にヒアリングし，現状の手順を整理して課題を

明らかにする．  

 

(1) 現地調査の手順 

現在実施されている下水管きょの現地調査では，まず，

受託企業に調査を発注する．そして，受託企業の現場作

業員は，現地地図，カメラ，コンベックス，野帳等を持

参し，次に示す手順にて調査する． 

STEP 1. 現地の危険箇所の把握や健康状態の確認等の

危険予知（KY）ミーティングと呼ばれる確認

作業を実施する． 

STEP 2. 現地地図により調査箇所の概況を確認する． 

STEP 3. 調査対象の人孔，ます等を確認し，発注者よ

り指示を受けた調査票や野帳に記載する項目

に基づき，コンベックス等で測距する．また，

気づいた点等があればメモを記録する． 

STEP 4. 再構築が必要と判断できる箇所を撮影規定6)

に基づきカメラで撮影する． 

STEP 5. その他，施工時に障害となる周辺付帯物も同

様に踏査する． 

 

(2) 現地調査完了後の手順 

上述の手順に基づき得られた現地調査の結果は，複数

人で最終確認をした後，受託企業の事務所等に持ち帰ら

れる．そして，現地調査にて得られた紙面の情報と下水

道台帳等からなる施設情報とを突合わせして調査結果を

整理し，発注者との協議資料を作成する． 

 

(3) 現地調査の課題 

現地調査の手順を整理した結果，表-1に示す課題点が

含まれていることがわかった． 

一点目は，下水道台帳情報や，浸水や陥没などの維持

管理情報を示した資料を確認しつつ，調査業務を実施す

ることが困難な点である．紙媒体の図面は荷物が多くな

ることに加えて，現場での確認や参照に時間を要するた

め調査効率の低下につながる． 

二点目は，企業や個人の技術によって現地調査の結果

が異なる点である．現地調査は各自治体が策定した調査

ルールに基づいて実施されているが，調査結果の巧拙や，

記載内容の詳細度が異なるのが現状である．また，発注

者は調査結果を確認することしかできないため，調査の

過程を評価できない． 

三点目は，発注者の承認フローが存在しない点である．

現状，発注者が紙面から詳細に調査結果を評価するのが

困難である．そのため，受託企業が作成した協議資料に

誤りがあった場合でも施工段階になって初めて発覚する

 

図-1 CALS/ECアクションプログラム 5)
 

表-1 下水管きょ再構築業務の課題点と解決方策 

課題点 機能 解決方策 

① 紙媒体の資料を現場

に持参すると荷物が

多くなり，参照に時

間がかかる 

 調査業務に関わ

る情報の登録機

能 

下水道台帳情報やその他設

計に必要な情報を手元のタ

ブレット等で容易に確認で

きる仕組みを実装する 

② 企業や個人の技術に

よって現地調査の結

果が異なる 

 現地調査結果の

登録機能 

タブレット等を用いて，現

地で簡便に入力が行えるイ

ンターフェースを用意する 

調査結果が人に依存せず，

品質にばらつきが生じない

よう， 調査項目を統一する 

③ 注者の承認フローが

存在しないため，誤

りや調査漏れが発生

した場合に再調査が

必要となる場合があ

る 

 調査対象施設の

確認機能 

現地調査の際に調査漏れ項

目や下水道台帳と著しく異

なるデータが入力された場

合，注意喚起される仕組み

を実装する 

 作業状況の確認

機能 

 現地調査結果の

確認・承認機能 

発注者が業務状況をリアル

タイムに確認できるように

して，承認できる仕組みを

実装する 

④ 現地調査結果と下水

道台帳とを突き合わ

せて整理する必要が

ある 

 帳票の出力機能 データ集約作業が必要な

く，発注者や関係機関との

協議に必要な資料を作成で

きる機能を実装する 
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ことが多く，調査不足箇所の発覚に伴う再現地調査のコ

スト増大が懸念される．また，発注者は受託企業の作業

状況をリアルタイムに把握することができず，安全管理

も含め，適切な現地調査が実施されているか等を確認で

きない．  

四点目は，現地調査の結果と下水道台帳の施設情報と

の照合に時間を要する点である．調査結果が紙媒体で流

通しているため，現地調査完了後に既存の施設情報との

照合が必要となる上に，各種データを取りまとめる時に

発生する転記ミス等による手戻りの可能性もある． 

以上のことから，現状の現地調査では適切な調査結果

を得ることが困難であることが明らかとなった． 

 

 

3. 下水管きょ再構築実施設計補助支援ツールの

開発 

 

(1) 下水管きょ再構築実施設計補助支援ツールの

概要 

前章で得られた現地調査の課題を解消するため，下水

管きょ再構築実施設計補助支援ツール（以下「本システ

ム」という）を開発する．図-1に示すCALS/ECアクショ

ンプログラムに従い，これまで紙媒体で実施されていた

現地調査の情報を電子化し，現地調査と設計業務の橋渡

しとなるシステムを構築する．そのため，どこからでも

アクセス可能なWebアプリケーションとして構築し，発

注者の設計に関わる情報と受託企業の現地調査に関わる

情報の双方を効率よく一元管理できる仕組みとした． 

本システムの機能は，実際に受託企業にヒアリングし

た上で決定した．その結果を表-1に示す．これらの項目

を考慮することで、現地調査を円滑に行うことができる．

さらに，作業の後戻りが生じないため，効率的で的確な

調査業務を行うことが可能となる．また，協議資料や設

計図（CAD）の活用により，図面作成の手間を軽減し，

現地調査後の業務量の縮減と調査結果の品質向上に寄与

する．本システムは，発注者向け機能（図-2参照）と受

託企業向けの機能（図-3参照）に大別できる． 

 

(2) 発注者向け機能 

a) 調査業務に関わる情報の登録機能 

調査対象に関わる設計資料等を登録できる機能である．

これらを事前に登録しておくことで，現地調査の際に適

宜参照することや，状況把握の判断材料として使用する

ことができる．これにより，表-1の課題点1に対応する． 

b) 作業状況の確認機能 

本システムはWebシステムでデータが一元管理されて

いるため，現地調査結果を登録すると同時に発注者もそ

の結果を閲覧することができる．本機能では，調査状況

をリアルタイムに集計し，進捗状況を確認できる．さら

に，現地調査のログを詳細に蓄積しているため，どの手

順で施設を調査したか等も把握できる．これにより，表

-1の課題点3に対応する． 

c) 現地調査結果の確認・承認機能 

受託企業の現地調査が完了すると，本システムからメ

ールで通知される．そして，現地調査結果を確認し，問

題がなければ承認する．一方，調査漏れやデータ誤りが

あれば，受託企業へ再調査を申請（差し戻し）できる．

調査結果は下水道台帳の施設情報と比較され，採用デー

 

図-2 下水管きょ再構築実施設計補助支援ツールの機能（発注者向け機能） 

 

調査業務に関わる情報の登録機能 作業状況の確認機能

現地調査結果の確認・承認機能 帳票の出力機能
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タとして各種CADソフトで読み込める形式で出力でき

る．これにより，表-1の課題点3に対応する． 

d) 帳票の出力機能 

現地調査で入力された項目をもとに，関係機関との協

議に必要な資料を作成できる．協議資料は，データを参

照して布設年度や健全度などによって色分け表示して，

要望に応じた資料を出力することができる．これにより，

表-1の課題点4に対応する． 

 

(3) 受託企業向け機能 

(a) 調査対象施設の確認機能 

esri社が提供しているGISエンジン7)を用いて，下水道

台帳システムの電子データを表示し，既存の下水道施設

の位置や情報を確認できる．下水道台帳システムのデー

タを利用できるため，現地調査データとシームレスに連

携できる．また，SVG（Scalable Vector Graphics）を用い

た施設の断面図の表示，対象範囲の施設の検索や，調査

済みの施設の色分けを行うことができる．これにより，

表-1の課題点3に対応する． 

(b) 現地調査結果の登録機能 

タブレット端末から，調査現場で結果を入力する機能

である．UIは入力を補助するリストやテンキーを表示さ

せる等のユーザビリティの高いものを採用した．データ

の入力時にはサーバに登録する前にチェックする機構を

搭載しているため，データの誤りや漏れが限りなく少な

くする工夫をしている．また，調査内容は入力フォーマ

ットに沿って入力されるため，個人の巧拙に依らないデ

ータが登録される．これにより，表-1の課題点2に対応

する． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，現地調査と設計業務を連動した下水管き

ょ再構築実施設計補助支援ツールの開発を行った．開発

にあたり，数社の設計コンサルタント会社に実際にヒア

リングを行い，誰にでも使いやすいツールの開発を心掛

けた．今後，これまで現地調査を実施した経験が豊富な

被験者（熟練者）と，現地調査を実施した経験がない被

験者（初心者）を対象として，システムの検証を行う．

具体的には，本システムを用いた場合の現地調査と，本

システムを用いなかった場合の現地調査とで，予め作成

した正解データとなる設計後のデータと比較し，表-1に

示した課題点が解消できたかを調査結果の正確性，デー

タの整合性の観点から評価する．そして，本システムの

操作性や機能の改良点を洗い出す．また，通信環境によ

って適切に情報が表示されない場合がある等の課題があ

るため，現地調査の際にストレスなくスムーズな調査を

行える通信環境を構築する必要がある．さらに，設計内

容も限りなく網羅できるようなシステムとするために，

機能開発および検証を進めていく予定である． 
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図-3 下水管きょ再構築実施設計補助支援ツールの機能（受託企業向け機能） 

 

調査対象施設の確認機能 現地調査結果の登録機能
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